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■2027年3月期 第1四半期決算ハイライト
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コア業務粗利益
（除く投信解約損益） 190億円

前年同期比+22億円

経常利益 202億円

前年同期比+137億円

純利益 138億円

前年同期比+81億円

 コアビジネスであるローン等の新規実行が順調に進捗

 短期プライムレート及び市場金利の上昇に伴う利ざや拡大

2027年3月期 第１四半期業績 順調にスタート
 コア業務粗利益 前年同期比＋13%（＋22億円）

 有価証券関係損益は、政策保有株式の売却益等により

増加（前年同期比+34億円）

 実質与信費用は、不動産担保評価方法の変更に伴う

一過性の要因もあり減少（前年同期比▲77億円）

 税負担率は 期初想定の31%（前年同期実績 16％）

 純利益は、前年同期比 +81億円

※本資料における数値・情報は、特に記載のない限り単体ベースです（連結は明記）。
なお、「純利益」は、連結では「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」、単体では「四半期（当期）純利益」を
表します。
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■トップラインの成長 － コア業務粗利益 前年同期比+13% －
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2022年6月期 2023年6月期 2024年6月期 2025年6月期 2026年6月期

総資金利ざや

21,033 

21,838 

22,620 

23,915 
24,053 

2024年9月末 2025年3月末 2025年9月末 2026年3月末 2026年6月末

貸出金残高

151 149 154
167

190

2022年6月期 2023年6月期 2024年6月期 2025年6月期 2026年6月期

コア業務粗利益（億円） （億円）

コア業務粗利益の成長は、貸出金の量と質の拡大が牽引

 資金利益 +20億円

• 貸出金利息 +25億円

（残高要因+15億円、利回り要因+10億円）

• 有価証券利息配当金 +4億円

 役務取引等利益 +2億円
※数値は前年同期比

+13%
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2027年3月期
通期計画
（B）

進捗率
（A）/（B）

３,１７０ ２８.３％

６６０ ３４.６％

１,０００ ２２.５％

１,０８０ １５.３％

－ －

４３０ ４８.９％

９９０ ２２.０％

１００ ２９.３％

６８０ １２.３％

９０ ７２.２％

１２０ ３３.３％

４,１６０ ２６.８％

■ローン等の新規実行額

（億円）

2026年6月期
（A）

不動産関連 ８９７

住宅ローン ２２８

投資用不動産ローン ２２５

不動産ノンリコースローン １６６

不動産業向けローン ６６

コラボレーションローン等 ２１０

非不動産関連 ２１８

その他リテールローン ２９

大企業向けローン(LBO等含む) ８４

事業性法人向けローン等 ６５

コラボレーションローン等 ４０

合 計 １,１１６

※ 「住宅ローン」及び「投資用不動産ローン」には、個人向けの
ローンに加え、法人向けのローンを含みます。

※ 2025年度までの開示区分における「ストラクチャードファイナン
ス」は、本表では「不動産ノンリコースローン」及び 「大企業向
けローン（LBO等含む）」に再編しております。

※ 「不動産ノンリコースローン」及び「コラボレーションローン等」に
は、特定社債や買入金銭債権を含みます。
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■バランスシートの状況

有価証券
評価損益

自己資本
比率

預貸金
残高

債権
品質

収益基盤
・リスクテーク
力の強化

＜債権品質＞

＜自己資本比率＞＜有価証券＞

「金利ある世界」へ変わりつつある中、
必要なリスクテークを可能とする資本バッファーを確保

（億円）

（億円）

債権品質向上に向けた地道な取組みが進捗し、
開示債権比率は低下

2026年3月末 2026年6月末 増減

総与信に対する
開示債権比率

6.29％ 6.02％ ▲0.27pt

うち組織的交渉先除く 3.86％ 3.76％ ▲0.10pt

デュレーション短期化により、金利リスクへのレジリエンスが向上

2026年3月末 2026年6月末

時価 評価損益 時価 評価損益

その他有価証券 4,141 373 4,263 383

株式 625 422 618 425

債券 3,336 ▲52 3,440 ▲45

その他 179 2 205 3

2026年3月末 2026年6月末

自己資本比率 10.84％ 11.43％

自己資本(コア資本) 2,618 2,743

リスクアセット等 24,154 23,985

＜預金および貸出金残高＞

2025年
6月末

2026年
3月末

2026年
6月末

前期末比
増減

預金 31,924 32,037 31,970 ▲67

(参考:個人預り資産*) 26,831 26,603 26,654 ＋51

貸出金残高 22,025 23,915 24,053 ＋138

預貸率 68.9％ 74.6％ 75.2％ ＋0.6pt

貸出金残高の成長および預貸率向上により
持続的な収益力基盤が強化
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2026年6月末

預証率：13.6％

国内債券修正デュレーション：

1.6年

国内債券100BPV：

▲57億円

（億円）

* 個人預り資産には、個人の預金と投資性商品を含みます
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■2027年3月期 第1四半期決算 － 前年同期比 －

＜単体＞

2025年６月期
(A)

2026年６月期
(B)

前年同期比
(B)ー(A)

連結経常収益 ２６０ ３７１ ＋１１０

連結経常利益 ６６ ２０５ ＋１３８

純利益 ５４ １４０ ＋８６

＜連結＞

2025年6月期
(A)

2026年6月期
(B)

前年同期比
(B)ー(A)

コア業務粗利益（除く投信解約損益） １６７ １９０ ＋２２

経費（▲） ８６ ８７ ＋１

有価証券関係損益 ▲２５ ９ ＋３４

実質与信費用（▲） ▲９ ▲８６ ▲７７

経常利益 ６４ ２０２ ＋１３７

純利益 ５７ １３８ ＋８１

（億円）

• 政策保有株式の売却益等により増加（前年同期比＋34億円）

有価証券関係損益

5

• 貸出金の量と質の成長に伴う資金利益の増加（前年同期比+20億円）が牽引

コア業務粗利益

• 第1四半期のみの一過性の要因である一棟収益不動産ローンの不動産担保評価

方法の変更による貸倒引当金の戻入益 56億円を計上

実質与信費用

2025年6月期 2026年6月期

実質与信費用 計 ▲９ ▲８６

通常発生
特殊要因のない債権から発生する実質与信費用
ｼｪｱﾊｳｽ関連融資先の貸倒引当金戻入益等を含む

▲７ ▲４

予防的引当 以下、対象債権に対する引当 ▲１ ▲８８

投資用不動産ローンのお客さまの一部において、組織的な
交渉を契機とし、新たに返済停止を行った方々に対する引当

▲２ ▲７１

貸出条件緩和債権のうち将来の回収の正常化が
見込み難い債権に対する引当

＋０ ▲１７

法人 法人向け債権から発生する実質与信費用 ▲０ ６
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■アパマン問題への対応状況

■ 全600物件において調停成立

＊対象物件やカウント方法等の詳細については、2026年７月27日公表「アパマン問題の解決に向けた進捗状況について
（2026年7月20日時点）」をご参照ください。

▶ 「解決金支払の対象」（193物件／解決金総額121億円）および
「解決金支払の対象外」（407 物件）に対する調停勧告に双方が
応諾し、全対象物件で調停が成立

▶ 2022年2月の申立てから約4年、裁判所による丁寧なプロセスと
多面的な審議を経て、2026年3月17日に民事調停が終了

■ SI被害弁護団による民事調停申立てがあった案件の状況

～ 対象となる全600物件において調停成立

「解決金支払い対象外」（407物件）のうち331物件*は
すでに返済プランの合意（示談）まで完了

その他物件についても個別事情に応じた協議を継続中
（ご相談中76物件*）

* 2026年7月20日時点

参考：財務への影響 － 対象債権の保全率100％

残高 保全額合計 保全率
担保保証等 引当額

組織的交渉先等 ５６７ ５６７ ２７６ ２９０ １００％

金融再生法開示債権のうち組織的交渉先 2026年6月末現在（億円）

参考：「解決金支払い対象外」について、双方が応諾した調停勧告の概要

• （双方が）不法行為が成立しないことを前提として、
…示談による解決を目指すことを約束する

• （スルガ銀行）は、共同記者会見における宣言に従った支援策を提示

• ただし、支援策の適用は不法行為が成立しないことを前提とするもの
であることを双方が合意

▶ 裁判所による調停結果を踏まえつつ、お客さまお一人おひとりのご事情に
寄り添い、適切な返済プランをご提案する取組み等に、当社は誠心誠意か
つ全力で努めてまいる方針
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参考資料
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 資本政策

2025年度実績 2026年度予想

1株当たりの年間配当金（累計） 60.0円 60.0円

うち 中間配当金 22.0円 30.0円

うち 期末配当金 38.0円 30.0円

配当性向30％程度を目安とした安定配当を基本方針とする

資本効率の向上に資する株主還元策として、業績・資本の状況、成長投資の機会及び株価を
含めた市場環境を考慮し、機動的に実施

計 画 2026年7月31日時点の取得累計

取得株数 500万株（上限） 111万株

取得価額 120億円（上限） 29億円

取得期間 2026年5月15日～2026年12月31日

【2026年4月公表の自己株式取得の状況】

※詳細は、2026年4月24日公表の「自己株式の取得枠設定に関するお知らせ」及び
2026年8月5日公表の「自己株式の取得状況に関するお知らせ」をご参照ください。

実質自己資本比率※

※ 単体ベース。有価証券評価差額金が評価損である場合には、当該評価損をコア資本より控除
注：自己資本比率のターゲットレンジ ＝ 9.5%~10.5%

自己資本比率のターゲット（2028年度末）

9.5%

10.5%

ターゲット

10% 程度

 資本蓄積

 リスクアセットコントロール

 資本活用

 配当方針に沿った安定配当

（追加拡充も検討）

 機動的な自己株式取得

資本運営のイメージ

各施策を総合的な観点から検討

 資本活用（資本蓄積にも配慮）

 配当方針に沿った安定配当

 機動的な自己株式取得 ～

リスクアセットコントロール

2026年6月末
11.43%

配当

自己株式取得
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2027年3月期
通期計画
(A)

2026年6月期

実績

(B)

進捗率
(B)/(A)

コア業務粗利益（除く投信解約損益） ６９５ １９０ ２７％

経費（▲） ３５０ ８７ ２５％

有価証券関係損益 ５０ ９ ー

実質与信費用（▲） ▲６０ ▲８６ －

経常利益 ４７０ ２０２ ４３％

純利益 ３２０ １３８ ４３％

■2027年3月期 第1四半期決算 – 通期計画比 －

＜実質与信費用・単体＞

（億円）＜単体＞

＜連結＞

（億円）

2027年3月期 第１四半期決算（単体）

 本業の収益力は順調に進捗

 コア業務粗利益 通期計画比２７%

 経常利益 通期計画比43%

 純利益 通期計画比43%

通期計画
2026年
6月期

実質与信費用 計 ▲６０ ▲８６

通常発生
特殊要因のない債権から発生する実質与信費用
ｼｪｱﾊｳｽ関連融資先の貸倒引当金戻入益等を含む

▲２０ ▲４

予防的引当 以下、対象債権に対する引当 ▲５５ ▲８８

投資用不動産ローンのお客さまの一部において、組織的な
交渉を契機とし、新たに返済停止を行った方々に対する引当

▲５０ ▲７１

貸出条件緩和債権のうち将来の回収の正常化が
見込み難い債権に対する引当

▲５ ▲１７

法人 法人向け債権から発生する実質与信費用 １５ ６

連結経常利益 ４７５ ２０５ ４３％

純利益 ３２０ １４０ ４４％
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■2027年3月期 第1四半期決算 – 前年同期比詳細－

＜単体＞ （億円）

＜連結＞

＜主な増減要因(単体、前年同期比)＞

資金利益

・貸出金利息の増加 ＋２５億円

（平残要因+１５億円、利回り要因+１０億円）

・預金利息の増加 +１２億円（費用増）

（平残要因 ▲０億円、利回り要因+１２億円）

・有価証券利息配当金の増加 +４億円

役務取引等利益
・役務取引等費用の減少 ▲２億円

（団体信用生命保険料の減少等）

経費
・物件費の減少 ▲１億円

・税金の増加 ＋２億円（租税公課等）

実質与信費用

・通常発生分 ＋２億円

・予防的引当 ▲８６億円

・法人 ＋６億円

税負担率 税負担率 31％（前年同期実績は16%）

（+20億円）

（＋２億円）

（＋１億円）

（▲77億円）

（億円）

2025年6月期
実績
（A）

2026年6月期
実績
（B）

前年同期比
(B)‐(A)

コア業務粗利益（除く投信解約損益） １６７ １９０ ＋２２

経費（▲） ８６ ８７ ＋１

人件費 ３５ ３６ ＋０

有価証券関係損益 ▲２５ ９ ＋３４

実質与信費用（▲） ▲９ ▲８６ ▲７７

その他臨時損益 ▲０ ３ ＋４

経常利益 ６４ ２０２ ＋１３７

特別損益 ３ ▲０ ▲４

純利益 ５７ １３８ ＋８１

連結経常収益 ２６０ ３７１ ＋１１０

連結経常利益 ６６ ２０５ ＋１３８

純利益 ５４ １４０ ＋８６
※（ ）：前年同期比
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本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、
リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性が
あることにご留意ください。

〈 本件に関する照会先 〉

総合企画本部 広報室

［TEL］ 055-987-8675

［ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ］ ir.koho@surugabank.co.jp


